
はじめに
ただいま御紹介にあずかりました内閣官房の岡本です。

本日の私の発表内容は、大きく四つの柱に分かれておりまして、一つ目の柱が「公文書管理法

の概説」について、二つ目の柱が米国ではオバマ政権になりまして、情報公開を非常に積極的に

やっていこうと言う気運が出て来ました。これを「オープンガバメント」（「開かれた政府」）と

言いますけれども、透明性を高めるという事が、非常に大きな形で政策の中心に来ているという

現状があることについてまず概観いたします。

さらに、三つ目の柱として米国の国立公文書館に当たります「NARA（国立公文書記録管理局）」

の現状と課題といったものについてお話をしたあと、四つ目の柱として今日のお題となっており

ます米国の情報専門職を養成する大学院教育について見ていくという形で進めてまいります。

私に与えられた時間は 40分しかないので、その 40分のうち、大体 10分ぐらいずつ時間配分

をしまして、合計 40分ということで、多分、全部御説明しきれないと思うので、残ったものに

ついては、このあとのパネルディスカッションとか、それからお手元にお配りしてあると思うの

ですけれども、公文書管理法につきましては、「逐条解説公文書管理法」と「Q&A公文書管理法」

と言う 2冊の本が出ますので、そちらを御覧いただければと思います。

「Q&A」は入門書で、「公文書管理法がよくわからないけれど、どんなものか知りたい」と言

う方に学習していただくための入門書です。これを勉強していただいた後で、もう少し詳しく勉

強したいという時には、「逐条解説」の方を読んでいただければと思っております。

この他にも、東大の宇賀（克也）先生のほうから 11月にも第一法規から本（「逐条解説 公文

書等の管理に関する法律」）が出ますが、こちらの方は宇賀先生の御関心から、例えば情報公開

法とか、個人情報保護法と言った関連他法との関係を踏まえつつ、公文書管理法についての逐条

解説になろうかと思います。こういった本も別途また出ます。

先ほど御紹介がありましたが、私は、この 6月から 7月にかけて米国国務省の招聘プログラム

である「インターナショナル・ビジター・リーダーシップ・プログラム」というものに参加をい

たしました。これは、米国国外から専門職を招聘する国際交流プログラムです。

このプログラムの主たる目的としては、国際交流が大きな柱ですけれども、併せて、専門的事

項の調査研究を行うということで、私どもは 4人のチームで参加しました。調査研究のテーマ

は、情報公開法、米国では「情報自由法」と言いますが、情報自由法とアーカイブズ、それから

行政の透明性について、連邦政府機関、州政府機関、地方政府機関等を訪問して、実務者と意見

交換をしてきました。さらには、今日のテーマになっております専門職の養成のための大学院を

訪問してきました。

なお、本日の講演に関しまして、私がお話をしている制度解説は現状の説明でいいのですけ
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ど、意見に当たる部分については、個人的な見解であるということを御理解していただければと

思います。

１．公文書管理法の制定で広がる世界
（1）公文書管理法の概説

早速、一本目の柱の公文書管理法についてお話したいと思います。こちらに来られている方

は、かなり御存じの方も多いと思うのですけれども、この法律が出された背景には、国の文書管

理において、不適切な文書管理が目立つようになってきたというような現状をどう改革していく

かということと、福田元総理が官房長官時代から取り組まれてきた、国立公文書館の充実・強化

というものをいかに図っていくかという大きな二つの政策課題があったわけです。

これらを、公文書管理という一つの固まりにまとめて整理し、改革を進めて行く中で、法律を

はじめとする制度改正を行うという動きが出てきました。

2008年の 2月 29日に、公文書管理担当大臣として上川陽子さんが任命され、内閣官房に担当

室（公文書管理検討室）ができて、「公文書管理の在り方等に関する有識者会議」で検討を進め

て、同年 11月 4日の最終報告を受けて法案化の作業に進みまして、出来あがったのが、この公

文書管理法です。

この法律には大きく五つのポイントがあります。一つ目のポイントが、文書管理のルールやそ

の運用が各府省任せであったことを受けて、文書管理について、内閣府が第三者機関の公文書管

理委員会に諮って、共通ルールを法令で定め、それに基づき各府省が文書管理をすることとした

ことです。

共通ルールの一番大きなものは、もちろん公文書管理法ですけれども、今後、政令とかガイド

ラインといったものを作っていくことになります。現在われわれは、同法が 2009年 7月 1日に

公布された後 2年以内に施行とされていることから、2011年 4月の施行というものを目指して

います。

この法律の制定により、文書管理の流れが、いわゆる現用文書と歴史公文書の 2つの世界に分

かれていたものから、文書のライフサイクル全体を一気通貫で規律していく流れに変わります。

これまでは両者の間に壁があって、要は、現用文書の世界から歴史公文書の世界に文書を渡すに

は、保存期間満了の 1年前に内閣総理大臣と各府省の大臣との個別協議があって、それが調った

ものに限って移管が行われてきました。

この仕組だと、各府省に言わば「拒否権」があるようなものでありますから、各府省が渡した

くない文書は廃棄され、又は留め置かれ、国立公文書館に本来移ってきてもおかしくない歴史的

に重要な文書がなかなか来ないという、官房長官懇談会でも検討された問題があったわけです。

それを、今回の公文書管理法では、ここは少し発想をかえるんですけれども、まず、今までの

国立公文書館法とか公文書館法の世界というのは、国立公文書館側に来たら歴史公文書だという
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整理にしていたんですけれども、今回の公文書管理法の世界では、世の中に、行政機関もそうで

すし、独立行政法人も地方公共団体、それからいわゆる企業とか個人のあらゆる文書の中にも、

実は歴史的に重要な文書というものがそもそも存在するという形でこれらをひっくるめて「歴史

公文書等」と定義をしたんですね。そして、その中から国立公文書館等に来たものを「特定歴史

公文書等」と呼ぶようにしました。

つまり、歴史的に重要な文書というものがあまねく存在するんだという世界に変えたんです。

これにより、国立公文書館が技術的な助言・指導できる範囲が拡大し、歴史公文書等に関するこ

とであれば、現用文書の作成・取得段階から関与することが出来るようになったということで

す。

二つ目のポイントというのが、レコードスケジュールの導入ということです。これは文書を作

成・取得した段階におきまして、その文書が実際にどういう文書であるのか、例えば、30年間

保存した後に国立公文書館に移管するものだというものであれば、あらかじめそういう行き先を

振るというようなことを行っていくということによりまして、移管か廃棄かの選定をできるだけ

早期に行うこととしました。

こうすることで、この後の流れというのが当然違ってくるということです。これまでは、一言

で例えて言えば、夏休みの宿題を 8月 31日に解くような文書管理をやっていた。移管に当たっ

ては、1年間の一定の時期に、少数の国立公文書館の専門官が、翌年度に保存期間が満了する

100万レコード分のチェックをやっていたのでした。これが、レコードスケジュールを導入する

ことによりまして、各府省側が共通基準に基づいて選別を事前に行うことにより、事務の平準

化・効率化が進み、選別の精度も上げることが可能となりました。

さらに、公文書管理法により、レコードスケジュールで国立公文書館に移管と振ったものにつ

いては、自動的に移管されて、現用文書と歴史公文書等の間の大きな壁が突き抜けることになっ

たと言う点が非常に重要なポイントです。

公文書管理法の三つ目のポイントは、共通ルールを各府省に守らせる仕組みをきちんと入れた

点です。

米国では、これからお話ししますけれども、NARAが公文書の管理の監督をしている訳です

が、公文書管理法では、コンプライアンスの確保ということで、具体的には、まず各府省に文書

の管理状況について事前チェック、自己チェックをさせて、内閣総理大臣に報告をしてもらう。

その報告を受けて、疑問があれば、内閣総理大臣が各府省の担当大臣に対して「もっと聞かせて

ください」といった具合に追加で報告や資料提出を求めることが出来ます。また、更には、各府

省に出向いて実地調査までやれるようにしておりまして、その調査の結果を踏まえまして、各府

省の大臣に対して、公文書管理委員会の御意見を踏まえて、文書管理の改善に関する勧告という

のを内閣総理大臣が出すことが出来るということです。この勧告に対して、採った措置について

各府省の大臣から報告をさせることも予定されていて、実際にルールを定めるだけじゃなくて、
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コンプライアンスの確保というものをきちんと制度の中に入れてあります。

そして、四番目のポイントとして、この全体の流れを、行政機関の中だけで完結するのではな

くて、外部有識者の目を入れていくことにしました。内閣府に設置される第三者機関の公文書管

理委員会及び国立公文書館の専門家の目を入れていくという形で、行政部内で自己完結するので

はなくて、外部の目や専門家の知見をきちんと入れていくようなシステムにしたのです。

五番目のポイントは、特定歴史公文書等の利用促進を図る為に、公文書管理法で国民に利用請

求権を付与するとともに、デジタルアーカイブ化等を一層推進することとしたこと、独立行政法

人の文書も国立公文書館への移管対象としたことです。

これまでは歴史公文書の利用において、図書館に行く感じで、「これ、読みたいのですけど」

と申出て、文書を出してもらって、受け取って読むといった感じだったのですけれども、公文書

管理法の制定により、利用請求権というのが国民に与えられますので、国民の側に利用をする権

利が生じているということです。利用に関しては、もちろんいわゆる非開示に当たる情報もあり

ますので、そういうものについては見ることが出来ないケースもあります。

ただ、今回、歴史公文書の利用を請求権としたことで、非開示とされた場合にも、異議申立て

等のいわゆる権利救済の仕組みも利用することが法的に明確になりました。

そして、利用の対象となる歴史公文書に関しても、行政機関の他に、独法や地方公共団体、そ

れから個人や法人等が所有する文書についても国立公文書館等の受け入れ対象となりました。独

法については歴史公文書等の移管の義務がありますし、地方公共団体、民間企業、個人等から

は、寄贈・寄託という形で、従来、国の機関からだけだった受け入れの対象範囲が拡大します。

さらに、公文書管理法第 23条において、請求があったものだけを出すのではなくて、デジタ

ルアーカイブ化の推進などにより、積極的に文書を出していくことも明記し、全体として歴史公

文書の利用が充実していく流れとなっています。

（2）電子的な移管が世界的な課題に
公文書管理法では、いわゆる各府省が持っている現用文書と、国立公文書館等が持っている歴

史公文書等との間には壁があります。なお、ここに言う、国立公文書館等の「等」には、外交資

料館とか宮内庁書陵部が含まれることになろうかと思います。

この壁が公文書管理法によって歴史公文書等が原則移管という形に変わり流れが良くなりま

す。この流れは、現状では、基本的に紙で移管していく形で行われています。

ただ、皆さん御案内のとおり、実際の各府省が作っている文書というのは、電子的に作ってい

るのが一般的です。現在は、この電子的なものが、いったん紙に打ち出されて、紙で移管され

て、これを例えばマイクロフィルムに撮ったり、デジタル化するという作業をもう一遍やってい

ます。要は、電子から紙、紙から紙、紙から電子という形で、迂遠な感じの流れとなっていま

す。ちょっと技術的な問題があるわけですけれども、これをなるべく電子的にそのまま移管する
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というようなことが出来たら良いということですね。

これをどうやっていくのかは、世界的にも共通の課題となっています。ちょっとこのあとお話

しますけれども、電子的な文書の移管について、米国では大きな実験プロジェクトが動いていま

す。わが国においても、2011年度から電子公文書等の管理・移管・保存・利用を開始するとい

うような流れになっております。

いずれにせよ、国立公文書館等に移管をまず進めた上で、どんどん利用していただくという流

れを作っていくことに変わりはないのですけれども、それをどうやってうまく流していくかが課

題となっています。

（3）様々な専門職が活躍する世界へ
本日申し上げたいことは、公文書管理「新時代」になると文書管理の世界が非常に広がると言

うことです。現用文書・歴史公文書を含めた、文書管理のライフサイクルの全ての領域になるの

です。

この為、記録管理の流れと業務の流れとをうまく組み合わせて処理するようなシステムを作る

と言ったことも考えていく必要が当然あるというわけです。業務の流れも含めた一つのシステム

と言う観点から、全体をどう企画して設計していくのかと言うことを考える必要があります。

また、「国立公文書館等に入ったものについて、より良い形で提供するにはどうすればいいか」

を考える時に、米国の場合では、歴史公文書に情報公開法の適用がありますので、開示について

判断をする際に、非常に難しい問題を取り扱うことが必要になるのです。

こうした課題に取組む「専門職」といった場合に、これまでの「アーキビスト」と呼ばれる専

門家のいわゆる守備範囲では対応しきれないので、別の技術や能力を持った専門職が新規参入出

来ることになります。

例えば、情報の開示・非開示の判断を適切に行う為に、米国では、どういう人がやっているか

というと、地方レベルだと歴史教育を受けた人ではなくて弁護士が実はやっているわけです。

この様に、公文書管理法が切り拓く世界では、歴史家以外の人が実は文書管理の様々な場面で

活躍する可能性があります。これが今日言いたいことのポイントの一つです。

２．米国はオバマ政権で積極的な情報開示へ方向転換
次に、米国の方はどうなっているかという話に移りますけれども、実は大きく変わってきてい

るということです。米国では、2009年 1月 20日にオバマ政権が誕生しました。早速、翌日の 24

時間執務した最初の日に大統領からのメモランダムが出ています。

この二つのメモランダムが今回のテーマに関連して出ているわけですけれども、一つは、「行

政の透明性と開かれた政府」に関するものです。もう一つは、情報自由法に関するものです。同

法の解釈・運用の在り方について司法長官に対して、ブッシュ政権においては「9・11」があり
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ましたので、非常に消極的に情報を公開する方向に振り子が振れていたわけですけども、公開す

る方向に転換をするということで、情報自由法に関する指針の見直しを指示したということで

す。併せて、この日に大統領記録に関する行政命令も出ています。

これを受けて、同年 3月 19日に、司法長官から情報自由法に関する新しい指針が発せられま

した。これは、「サンシャインウイーク」と呼ばれる期間中に行われました。

この指針には、大まかに要約すると、政府の透明性に不可欠な構成要素というのは何か。それ

は、速い情報の開示であるということです。政府全体において、まず開示の推定を行うというこ

とで、「迷ったら開示」することや、「全部開示できなくても、部分開示や裁量的な開示」するこ

とを奨励しています。

実際に情報公開を求める裁判がどんどん起こるわけですけれども、「国の行政機関をバック

アップする司法省が、『FOIA（米国情報自由法）』の請求において開示を行わないことを支持す

るのは、行政機関が法律上の非開示事項の一つとして守られている利害を害することが・・・」、

この次の部分が重要ですけれど、「合理的に予想できる場合」という基準が新しくオバマ政権で

定められたということです。もう一つの非開示事項は、「開示することが法令で禁止されている

場合」です。

二つ目が、先ほどコンプライアンスの話をしたのですけど、米国のレコードマネジメント、こ

の後ちょっとやりますけれども、はっきり言って体制が出てきてないわけです。情報自由法に関

しても、体制整備の必要性は認識されていて、情報自由法に関しては、行政機関が FOIAの実施

に当たって、しっかりとした責任体制を整えることとされています。

FOIAの開示請求に素早く包括的かつ効率的に取り組む体制作りを行うということで、まず、

各行政機関において次官補クラスの責任者を置くことになりました。要は、組織全体で開示がで

きるような体制を作れということです。これは、担当者だけが FOIAのことで頭が一杯になっ

て、周りの人が無関心だったらなかなか開示は進まないことを踏まえています。

今回、この司法長官の新しい指針の中におきましては、開示を組織全体として中心に考える体

制作りをやれと。つまり、「FOIAの問題というのは、組織全体の問題であって、FOIAの担当者

だけの問題じゃないのだ」ということを言っており、そのためには、予算や人員の確保や体制整

備も必要だと言うことです。

それから、2007年の情報自由法、FOIAの一番最新の改正法になりますけれども、オープンガ

バメントという法律名になりますが、その法律の中で、もう施行は実はされているけれど、予算

が付かないとか、人が配置されないとか、そういう場合は実施が遅れます。当然、このサンシャ

インウイークに出しているくらいですから遅れています。遅れていても、一応やることはやるの

で、行政機関に対して、FOIAの請求に関して、「一応、法律が要請している事項としては、こ

ういうことなんだ」ということがあります。

一つ目は、「行政機関は、処理期間が 10日以上かかる請求に関しては、ここに識別可能な追跡
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番号を割り当てなければならない」ということ。それからもう一つは、「行政機関は、請求者が

追跡番号を用いて処理状況を問い合わせる電話やインターネットを設置しなければならない」と

いうことで、請求を行政機関が受けた日付と請求の処理をする見込みの日付を提供するといった

ことが求められているということで、情報公開の方は少し動きが出ています。

また、オバマ大統領就任の翌日に出した大統領の行政命令により、2009年 7月 13日には、24

万 5,700ページを超える規模で、レーガン大統領とジョージ・ブッシュ大統領の図書館で公開が

されたということです。

それから、FOIAに基づき請求をして情報を得ると言うものの他に、政府が積極的に情報を出

していくこともオープンガバメントのもう一つの重要な柱になっています。それが、行政横断的

ないろんなテーマについて取り組んでいる「共通役務庁（ゼネラル・サービス・アドミニストレー

ション）（GSA）」というホワイトハウスの傘下の機関で、2009年 5月 21日に「DATA.gov」（http:

//www.data.gov／）というものを開設しました。

DATA.govは、公開情報を集約したサイトで、機密情報とか個人情報とか商業上の秘密といっ

たものは対象外としています。

皆さんも御案内のとおり、各行政機関のデータが各行政機関のホームページに載っているよう

なのは当然ですけれども、例えば、ある時点とかある地域においてクロスでどういうことが起

こっていたのかとか、どういうデータがあるのかとかについて、利用することが出来る環境がな

かなかなかったと思うのですけれども、米国においては、基本的にはデータセットを国民の皆さ

んに利用していただくことを積極的に行うためにやっています。こういうことは本来的にどこで

もやるべきだったわけですけれども、各行政機関はデータをばらばらに作っていますから、これ

をやるためには、当然、メタデータを統一することが必要になります。

DATA.govは、すごく野心的なところまで目指していて、今、連邦政府の行政機関だけを対象

にしていますけれども、さらには地方政府とか公的なパブリックの機関が持っているデータを広

く利用できるようなシステムにしていくということを考えているわけです。これは非常に重要な

動きだと思うんです。

2009年 5月 27日には、さらに大統領からのメモランダムが出まして、内容は、「機密情報、

管理された機密解除情報ということに関するメモランダム」ということで、中身は大きく二つあ

ります。一つが、国家安全保障（問題）担当大統領補佐官に対して、大統領からの機密開示に関

する行政命令の見直しを、関係する政府機関とも相談した上で、検討して 90日以内に改訂案を

提出させることとしています。

それからもう一つは、政府部内でテロ対策など共通の課題を持つ部署の間で慎重に取り扱う必

要があるが、機密指示を受けていない情報について、これを「センシティブ・バット・アンクラ

シファイド」という情報と名付けているのですが、この情報の管理手続きの標準化を行うことに

よりまして、政府部内で情報の共有を行っていくものです。というのは、各機関で機密のマーキ
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ングが、ばらばらで何百種類もあるので、そこのフォーマットを統一して情報共有を図る必要が

あるということです。

それから、先ほどサンシャインウイークで、司法長官の方で見直しの指針が出たわけですけれ

ども、司法省の方で「情報自由法のガイド」を発行しておりまして、2年に 1回、実は改訂をし

ているのですけども、行政機関がある記録を例えば開示しなかったら、司法省は応援してくれな

いなと言うことが判例等を集積したこのガイドを読むと分かるように具体的に書いて、これは実

はホームページに全部載っていますので、ここで御覧いただけるのです。

要は、司法省が応援してくれる範囲というのが、いわゆるルールブックが、2009年度版が

2009年 6月に改訂をされていますということです。担当の方とお話しましたけれど、このルー

ルブックが判例の積み重ねによりまして、すごい分厚くなって、冊子になりますと非常に分厚い

ものになってきているということです。

それから、非常に最近のものでは、2009年。これは、ブッシュ政権時代に実は裁判になって

いたわけですけれども、要は、「ホワイトハウスの訪問者の記録を公表しろ」という訴えがあっ

たわけです。ブッシュ政権においては、開示しなかったということです。

オバマ政権で、最初は、どうしようかなと考えていたわけですけれども、2009年 9月 4日に

大統領のほうで、「ホワイトハウスの訪問者の記録を公表する」と発表しまして、オバマ政権が

進めている開かれた透明性のある政府を更に推し進めるためには、訪問記録を市民に公開すると

いうことを史上初めて行うものです。ただし、国家安全保障上の理由で公開できない氏名や、公

務を伴わない大統領家族の私的な訪問といったものは除外されます。実施は 9月 16日からとい

うことで、公開自体は、2009年の 10月 31日からやることになっています。

３．NARAの現実
米国では、情報自由法の世界で、かなりの進展が見られていることを見てきましたが、この進

展は、当然、NARAに影響があるわけです。というのは、NARAにある文書が実は情報自由法

の対象だからです。

その NARA自体はどうかと言うと、なかなか厳しい状態があるということです。

公文書管理の在り方等に関する有識者会議、あるいは国会審議で、「日本の公文書館は 42人だ

けど、米国の NARAは 2,500人いる」という話がずっとあって、じゃあ、2,500人いたら NARA

は大体うまく業務をこなしているのではないかとみんな思うわけですけど、実は全然違っていた

というのが実態であります。

一番最初は、予算・人員不足ということでありまして、これなんか、例えば、ARMAイン

ターナショナルの新・旧会長や、大学の先生方も異口同音に言っておられましたが、NARAの

仕事ぶりが必ずしも期待どおりにいってないということがまずあって、それ故に予算不足に陥っ

ており、「仕方がないな」というような冷めた評価も実はあるわけです。
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実際、現場に行きますと、私が単純に、「そんなに仕事があるのなら、人を増やせばいいじゃ

ないか」と言ったら、NARAの方は、ちょっと唖然とした表情をされてしまうような感じであ

りまして、皆さんは、米国が進んでいると思い込んでいると思いますけれども、実は違ったとい

うことですね。

今日はちょっと皆さんの耳に痛い話ですけれども、実は、米国の NARAというのは公務員な

わけです。公務員というのは、採用試験があります。日本と違って、基本は専門職を採るスタイ

ルになっていますから、ポストに空きが出たら、その空きに対して、「こういうジョブディスク

リプション（職務記述書）があって、それに見合った資格があるこんな人」ということで募集を

かけることになるわけです。少なくとも 1980年代までは、NARAに来る人というのは、アメリ

カンヒストリーを専攻されている歴史家の方が中心であったということであります。

その後、時代が激動してきているのに、NARAの組織内は歴史家ばかりで、採用も歴史家中

心で行われてきた結果、機能不全が起こり問題となっています。これは、非常に世界が広がって

きている新時代に対応するためには、専門職のスペックも様々なものが必要とされているからで

す。

ところが、現場には歴史の人が多いわけです。今回米国の国務省の方に参りまして、歴史編纂

を行い、電子出版もやっているセクションで、バックグラウンドをお聴きしましたら、16人位

の職員の方の全員がヒストリーの人だということでした。私から、「何で全員歴史なんですか」

と。「もっと他にも業務上必要なスペックがいろいろあるんだから、他の専門職の人も雇ったら

いいんじゃないか」という話をしたのですけれども、彼らの答えは何だったかというと、「ウイ・

キャン・ラーン」と、「われわれは学ぶことができます」ということでした。

要は、学んでできる範囲とできない範囲が多分あると思うので、通常は、米国ではいろんな専

門性のある人を混ぜて組織の対応力を高めたりします。これは、スポーツに喩えると、例えば、

アメリカン・フットボールを見てもわかるわけですけれども、ランニングバックとかワイドレ

シーバーとかのポジションがそれぞれあって、全体で一つのチームとなってプレーをするという

のが本来的なものだと思うのです。この様な形になっていないということで、いろんな問題が、

実は NARAでは発生していて、その原因として、スタッフィングの問題が大きな要素の一つと

なっています。

次に、米国の記録管理の方を見ると、その実態は各省任せだったのです。勿論、レコードスケ

ジュールによる管理はやっているのですが、各省のレコードマネジメントは、実は、日本と同じ

ように基準はあるものの各省任せです。NARAのライフサイクルマネジメントの担当者が、「権

限が弱いです」って平気で言うわけです。「リトルティースが欲しい」という話なのです。要は、

行政機関側を怯ませることが出来る「小さな歯」っていう意味です。この歯があったらいいなぁ

と言うことなのです。

米国でもようやく 2010年度になりますが、新たなオーディット制度。これは、先ほど公文書
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管理法のポイントの 3番目で申し上げたコンプライアンスと同じ機能のもので、「まず、省庁に

対して自己チェックをしなさい」という話から始まりまして、次いで、NARAが省庁の文書管

理状況を「監査、オーディットをする」というような制度です。

また、記録管理に関しては、ちょっと本当に信じられませんけれども、現在、クリントン政権

時代のホワイトハウスの電子記録が紛失して懸賞金を 5万ドル出すと広報しています。この不祥

事の発覚後、収蔵文書の管理状況を確認したら、いろんなものがなくなっているということが判

明しました。我が国関係で言うと、広島・長崎への原爆投下の図がなくなっているのです。永久

保存の文書が無くなっているのです。

これは、例えば中の人が盗んじゃうとか、過去の例だと eBayと呼ばれるオークションサイト

に出品しちゃうとか、そういう事もありました。

それから、もう一つ実態を見て驚いたのが、レコードセンター。日本では中間書庫と言う名称

も使っています。

福田官房長官時代の有識者懇談会の議論では、国立公文書館が各府省から文書をもらうと言う

文書のライフサイクルの川下からのアプローチがなされ、中間書庫と言うものを設置して事前に

文書を受け取ることで、散逸防止を図ると言う考え方が示されていました。

公文書管理法に基づき新たに導入されるレコードスケジュールにより、文書のライフサイクル

の作成・取得段階からの管理が可能となり、中間書庫の役割が少し変わり、多くの文書について

中間書庫で選別する必要は無くなります。レコードスケジュールが付いているものは、当然、保

存期間が満了すれば国立公文書館等に来るわけですけれども、付いていないものを選別すると

か、あるいは、道路公団民営化の組織の様に内閣の主要事項を検討していた組織の設置期限が終

了した後、受け皿がないケースがありますけれども、例えばそういう際の受け皿にすると言った

具合に役割は限定的なものになります。

ワシントン郊外のスートランドというレコードセンター（中間書庫）では、収容率が 99％に

なっていまして、案内してくれた課長さんは、「もう、こんなことはあってはならないこと」と

何度も繰り返し言っていました。我が国でも省庁の地下倉庫に書類があふれ返っていて問題だと

いうことであったわけですけれども、まさにその状態で、通路にまで簀子みたいなパレットが置

いてあって、そこにぼんぼん文書の山が置いてありました。

さらにひどいのは、スプリンクラーが誤作動するのですね。水のスプリンクラーで 1,800箱が

浸水したんです。すごい浸水をしまして、「それを補整するために 1年ぐらいかかりました」み

たいな話をするわけです。何かが間違っていますよね。そういうことをやっているということで

すね。

電子記録のアーカイブズ開発、これもまだ利用のところまでは実は行っていません。あと、新

しい動きでは、「プレアクセショニング」ということで、電子記録を事前に取得するという話が

あります。また、情報公開関連では、先ほど見ましたように、非常に重要になっているわけです
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けれど、その情報公開関連でちょっと新しい動きがありますと。

一つは、NARAに情報公開オンブズマンを置くことです。

それから、もう一つは、「ナショナル・ディクラシフィケーション・センター（国家機密解除

センター）」を設置するという話です。要は、情報公開請求の未処理事案の山の解消ということ

が、米国では、ずっと問題になっていたということです。これをやるために開示基準の運用の厳

格化とか、先ほどの「DATA.gov」に見られるように、積極的な情報提供をやっていくわけです

けれども、このナショナル・ディクラシフィケーション・センターというものを作ることによっ

て、機密情報の開示手続きを 1カ所で速く出来るようにすると言うことです。

日本の公文書管理法では、国立公文書館の館長に、利用制限のある情報が記録されている文書

を利用させるかどうかの権限があります。ただし、各府省から意見が付されている場合は、その

意見を参酌して、「時の経過を踏まえて」判断しなさいと言うのが日本の公文書管理法の世界で

す。これに対して、米国の場合は、機密を付けた機関が解除をしなければ、機密は解除されませ

ん。

つまり、国防省（「DoD」）とかが機密指定してしまうと、その機密指定を解除するためには、

その役所が解除しなければいけない。それが例えば、国務省と関連していたら、DoDと国務省

が相談して解除しなければいけないということで、実際の情報公開の開示ルールはありますけれ

ども、実際は何年もかかったりするわけです。

また、別の大きな問題として、大統領図書館の改革の動きもあります。

４．米国情報大学院（i School）の誕生と専門的人材教育
次に、時間がなくなりましたが、本題の「ⅰスクール（米国情報大学院）」の話に参ります。

米国では、大学生き残りの為の改革の一環として、情報化・電子化の進展を背景にしまして、

1990年代から、アーカイブズ学、図書館情報学などの既存の大学院のプログラムの再編・統合

や、NARAのスタッフを雇う等多彩なバックグランドを持つ専門家教員の新規採用を行うなど

により、「情報」をキーワードとして、学際的な教育環境を整えて、専門的な人材育成を行う「ⅰ

スクール」と呼ばれる大学院が設置されてきました。

今回の訪問でお会いした先生方は、メリーランド大学の Ambacher教授、ニューヨーク州立大

学アルバニー校 Eppard教授と Sin助教授、ピッツバーグ大学 Callery助教授、テキサス大学オー

スティン校 Gracy教授と Doty准教授、UCLAの Gilliland教授でした。

もう、時間が来たので止めますけど、パネルディスカッションの中でやります。Ambacher教

授は電子的な文書管理の専門の方です。Callery助教授はミュージアム関係のアーキビストです。

Gracy教授は、日本でも講演されましたので皆様御案内の通りですけど、アーカイバルエンター

プライズということをされてきました。Doty准教授は、電子や情報公開関係をやっておられま

す。
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Gilliland教授は、非常によく教えていただきました。イギリス人ですけれども、米国のアーカ

イバルエデュケーションの実態について、あるいは NARAに対して非常に冷静な目を持って見

ている方です。

時間もオーバーしましたので、この辺で止めます。

持ち時間 40分では、初めから全部できないと思いましたが、情報公開を中心にお話をさせて

いただきました。残りは、この後のパネルディスカッションの中でお話をしたいと思います。

岡本 信一 内閣官房参事官 内閣官房公文書管理検討室

Shinichi OKAMOTO Director for Policy Planning, Document Management and National Archive Policy Reform
Unit, Cabinet Secretariat, Government of JAPAN
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